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1.序論
管理会計について議論する場合、通常、大企業を対象として、その管理会計を取り上げ、検討す
るのが一般的である。中小企業も大企業と同様に、もちろん中小企業といっても業種・業態、ある
いは個々の企業によってかなり事情は異なるけれども、可能な限り優れた管理会計システムの構築
が必要不可欠であると思われる。しかしながら、わが国における中小企業の管理会計は、大企業に
おける管理会計とは異なり、優れた管理会計システムを構築しているとはいえないのが実情である。
すなわち、中小企業における典型的な問題として、経営資源(人、金、物)が十分でない、特に資
金繰り・資金管理に余裕がない、月次ないし四半期の予算管理などの管理システムの仕組みが不十
分であり、そのため正確な売上高や仕入高、売上原価などの管理がきちんと行われていない、部門
別業績管理が十分に行われていない、なrの問題が指摘されている。
本稿では、わが国における中小企業が優れた管理会計システムを確立するためには、どのような
考え方で当該問題に取り組めば良いかについて検討する。すなわち、まず本論に入る前に中小企業
の経営上の問題として、中小企業の定義および中小企業の現状を明らかにし、そのうえで中小企業
の問題点について論究する。次いで、中小企業管理会計の特質に関して中小企業管理会計の問題点
と中小企業管理会計構築の前提を取り上げて考察する。それらの考察を踏まえたうえで、中小企業
管理会計の課題として、中小企業管理会計構築のための基礎要件、固定費管理の問題、経営指標に
よる業績管理、レーダーチヤ}トによる業績管理、マ}ケテイング管理会計アブローチ (MMAIS)、
顧客価値の測定、顧客価値戦略、マーケテイング管理会計の実用化(多次元情報分析、立体的分析、
断層分析)、情報の有用性基準などの論点を取り上げて検討する。なお、本稿における中小企業管
理会計の課題という「課題Jの意味は、単に問題点をあげるだけではなく、むしろ中小企業が抱え
る問題に積極的に取り組み、実行すべき「解決策 (solutions)Jという意味で論じることにする。
2.中小企業の経営上の問題
(1)中小企業の定義
中小企業の定義は中小企業基本法 (1963年施行、 1999年改正)の規定では、資本金や従業員数に
よっている。資本金や従業員数が一定以下の規模である企業を中小企業とする。ただし、その基準
は製造業とサービス業とで異なり、製造業よりもサ}ピス業の方が中小かどうかの境界となる資本
金や従業員数が少ない。図表一 1のように、製造業(その他、建設業なども合む)では、資本金
3億円以下または従業員300人以下の何れかに該当する企業を中小企業とするが、小売業やサービ
ス業では資本金5，000万円以下または従業員50人以下(小売業)、 100人以下(サービス業)を中小
企業とする。これは、小売業やサービス業では、それだけ中小企業の割合が大きいことを意味する。
企業数では全体の99.7%、従業者数でも80%近くが中小企業である。
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図表一1 中小企業者の定義
業種分類 中小企業基本法の定義
製造業その他 資本金の額又は出資の総額が3億円以下の会社又は
常時使用する従業員の数が300人以下の会社及び個人
卸売業 資本金の額又は出資の総額が1億円以下の会社又は
常時使用する従業員の数が100人以下の会社及ぴ個人
小売業 資本金の額又は出資の総額が5千万円以下の会社又は
常時使用する従業員の数が50人以下の会社及び個人
サービス業 資本金の額又は出資の総額が5千万円以下の会社又は
常時使用する従業員の数が100人以下の会社及び個人
出所:www.chusho.meti.go.jp 
図表-2 小規模企業者の定義
業種分類 |中小企業基本法の定義
製造業その他 l従業員20人以下
商業・サーピス業|従業員5人以下
出所:www.chusho.meti.go.jp 
株式余社日本政策金融公庫法等の中小企業関連の法律では、政令によりゴム製品製造業(一部を
除く)は資本金3億円以下または従業員900人以下、旅館業は資本金5，000万円以下または従業員
200人以下、ソフトウエア業・情報処理サービス業は資本金3億円以下または従業員300人以下を中
小企業としている。この業種分類は日本標準産業分類第10回改訂分類に基づいており、 2008年4月
より日本標準産業分類の第12回改訂が施行されている。
図表ー 2の小規模企業者の定義は、中小企業政策における基本的な政策対象の範囲を定めた「原
則Jであり、法律や制度によって「中小企業Jとして扱われている範囲が異なる場合がある。例え
ば、法人税法における中小企業軽減税率の摘要範囲は、資本金1億円以下の企業が対象である。
(2)中小企業の現状
わが国における中小企業の現状は、国税庁および経済藤業省中小企業庁によれば概ね次のとおり
である (7J(9J。
( 1 >わが国の法人数(すべての企業数)は約258万6，000社であり、その72.8%が欠損法人である。
(2)約258万社のうち255万社すなわち約99.7%は資本金1億円以下の中小企業である。
(3) 72.8%の欠損法人のかなりの割合が中小企業である。
わが国における中小企業のこのような状況は、極めて厳しい経営状態にあることが推察できる。
但し、そうであるとしても、すべての中小企業がそうした赤字経営の状態にあるということではな
く、中には優れた業績をあげている企業もあるのである (7J(9J。しかしながら、厳しい経営状
況に置かれている中小企業の場合に、何が問題なのか、あるいは、どこに問題があるのか、その問
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題個所や問題点を明らかにする必要があるといえる。そうした問題発見や問題解決を行うためには、
管理会計の概念や技法がかなり有用であることは明確であるといえよう。もちろん、管理会計です
べてのことが解決できる訳ではなく、企業のあらゆる領域について、さまざまな分野から理論的・
実務的なアプローチで問題に取り組まなければならないことは明らかである。そのような総合的な
問題解決のアプローチの中で、管理会計が果たす役割は極めて大きいと考えることができるのであ
る。
一方、中小企業の形態としては、以下の3つに大別できる。
( 1 >地場産業:日本の多くの地域における繊維製品、家具、陶磁器、漆器、和紙などの産物の他、
広義では農産物や海産物を扱う中小企業があり、例を挙げれば枚挙に暇がない。例えば、福井
県鯖江市の眼鏡フレームの麗業などが著名である。
(2)大企業の下請・系列企業:製造業の大半はこの形態である。自動車や電気製品などの最先端
の部品が、中小企業の工場で作られている場合が多い。
(3)ベンチャー・ビジネス:ベンチャー・ビジネスは技術やアイデアを活かしたビジネスである
が、大企業では新たなピジ、ネスへの進出に慎重になって素早く対応しないことがある。最近で
は、大企業内で社内ベンチャーを立ち上げることもあるが、ベンチャー・ビジネスは将来の成
長が不安視されて融資を受け難い場合があるため、そうした企業に積極的に投資を行って(ベ
ンチャー・キャピタル)将来の利益を期待する動きもある。
こうした中小企業の形態は、どの形態が優れていて、どの形態が望ましくないというものではな
い。それぞれ企業を始めた経緯や、地元との関係など、さまざまな状況があり、食業形態による優
劣はないものと思われる。
(3)中小企業の問題点
中小企業の問題点として最も鷺要な点は、大企業と中小企業との関係が「二重構造Jと呼ばれて
いることである。中小企業は大企業に比べて、概して資本金や生産性、収益性、賃金などの面で不
利な状態にあるといえる。その原因としては以下の点があげられる。
( 1 )特定の大企業に系列化される。
(2)資金・原材料・技術などの面で援助を受けられる半面、系列外に有利な条件があっても取引
ができない。原材料は高く買わされ、製品は安く買い叩かれる場合がある。
(3)特に不況期には、親会社からの単価切り下げ要求が厳しく、注文を打ち切られることもある。
これにより景気が変動しでも親会社は従業員を増減させずに、下請けへの注文を変動させて景
気変動の調整弁としている。メーカー→1次下請け→2次下請け→3次下請け、というように
階層構造になっていて、メーカーは1次下請けを管理することで全体の下請けを管理すること
ができ、必要に応じて取引を伸縮することで自らは在庫を持たずに生産調整ができる。
(4)担保が不十分なため、銀行からの融資が受け難い。
(5)好景気の時は労働者の大企業志向が強まり、求人が困難になる。
(6)大企業に対抗して労働力を確保するために、企業の体力以上に高賃金を出さざるを得なくな
り、経営を圧迫する。
(7)ベンチヤ}企業では、注目分野には資金が集まってブームになるが、ブームが去ると一挙に
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冷え込むという変動の激しさがある。
(8)下請けとして部品を供給してきた企業は、 ASEAN諸国などとの激しい価格競争にさらされ
ている。
上述のように、中小企業が置かれている状況は極めて厳しいといわざるをえないが、これらの問
題点は、そのほとんどが中小企業の構造的な問題である。そうした状況を少しでも打開し、あるい
は、不利な状態を変革していくためには、後述するように、中小企業がコンパクトで優れた管理会
計システムを積極的に導入する必要があると思われるのである。
3.中小企業管理会計の特質
(1)中小企業管理会計の問題点
中小企業は業種・業態、あるいは個々の企業によって異なるけれども、概して優れた管理会計シ
ステムを構築しているとはいえないのが実情である。すなわち、中小企業における管理会計上の典
型的な問題として以下の4点をあげることができる。
( 1)経営資源(人、金、物)が十分でなく、そのため特に資金繰り・資金管理に余裕がない。
(2)予算管理などの月次ないし四半期の煙いサイクルでの業績管理の仕組みが不十分で、ある。
(3)正確な売上高や仕入高、売上原価などの管理がきちんと行われていない。
(4)部門別業績管理が十分に行われていない。
上記のことを踏まえて考えると、そもそも中小企業に管理会計が必要か否かという問題があり、
それについては以下の3つの考え方があると思われる。
( 1)不要である。すなわち資金に限界がある中小企業にとって管理会計システムを導入すること
は困難である。
(2)大いに必要である。すなわち大企業・準大手・中堅企業並みの管理会計システムを導入すべ
きである。
(3)必要であるが、当該企業の業種・業態や、投入できる資金(初期投資、運用コスト)に応じ
て、コンパクトな管理会計システムを導入すべきである。
これらの3つの考え方のうち、どの考え方を採用するかは、まさに個々の企業経営者の選択によ
ることになるけれども、現実的には (3)の考え方を採用するのが最も妥当であると思われる。
(2 )中小企業管理会計構築の前提
中小企業管理会計構築の前提として、中小企業経営者は、まず製品やサーピスの品質あるいは経
営品質 (performanceexcellence)を高めるための努力を行うべきである。そして、取引先との交
渉力(価格、品質、納期)や顧客満足 (CS: customer satisfaction)および従業員満足 (ES:
employee satisfaction)を高める努力が必要である。これらのことは、「言うは易く行うは難し」
であるが、優れた管理会計システムを構築するためには欠くことのできない前提条件であると考え
られる。もちろん、これらのことが実行されるとしても、その程度は企業によってかなりの差が出
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ることは当然であるし、実行してみたけれども、なかなかうまくいかないこともあるであろう。
他方、 5S:せいり(整理)、せいとん(整頓)、せいそう(清掃)、せいけつ(清潔)、しつけ(挨:
システム・仕組み)(12)や5ゲン主義:げんば(現場)、げんぶつ(現物)、げんじっ(現実)、げ
んり(原理)、げんそく(原則)(10)などの経営管理/現場管理の基礎的条件についても可能な限
り日常的に取り組む必要があるといえる。
さらに、 TQC(1otal旦uality~ontrol :総合品質管理)あるいはTQM(total quality 
management :総合品質管理)への取り組みも極めて重要であると思われる。筆者はTQCの意味
を少し変えたTQC(time guality ~ost :時間・品質・原価)すなわち1ime(時間:納期、リ}ドタ
イム)、旦uality(品質)、 εost(原価・費用:価格)は、大企業・中小企業を問わず製品やサーピス
の属性であると考えている (26)。時間・品質・原価の意味でのTQCはQCD(品質・コスト・納
期 (delivery))とほぼ同じ意味であるということができる。中小企業のみならず大企業にも当て
はまるが、企業が日常的かっ継続的に取り組むべき項目をまとめれば、以下のようになる (26)。
(1 )データ(情報)による管理。
(2)環境変化への対応(柔軟性のある考え方)。
(3)状況(物事)を厳しく見る目を持つ(状況分析)、素早い対応、行動力。
(4)イノベ}ション(経営改草、経営革新)戦略。
(5)ニッチ (niche:隙間)戦略。
(6)ペンチマーキング (benchmarking):ベンチマーキングについては敢えて説明するまでもな
いが、優良企業のさまざまな事例(ベストプラクテイス)を学び、優れた管理などの方法を導
入することである。 1980年代にアメリカのゼロックス社が、倉庫業務はLLピーン社から、代
金請求回収業務はアメリカン・エキスプレス社から優れた手法を学んだのが最初であるとされ
ているが、業種・業態や大企業・中小企業を問わず他社の事例を常に把握し、優れた手法で導
入できるものは積極的に取り入れる必要がある。
(7)グロ}パル化への対応。
これらの項目は当然のことながら、そのすべてを実行しなければならない訳ではないけれども、
優れた業績を達成するためには取り組む必要があると思われる。
4.中小企業管理会計の課題
(1)中小企業管理会計構築のための基礎要件
既に述べてきたことと多少、重複する点があるけれども、中小企業管理会計構築のための基礎要
件として、少なくとも以下の4つの点が重要である (26)。
(0経営者自身が管理会計の基礎知識とりわけ原価・利益概念の知識を持つこと(税理士任せに
しない)。
(2)利益計画(長期・中期・短期)の策定・実行。
(3)予算管理・直接原価計算(部門別・セグメント別)の実施。
(4)原価管理(特に固定費管理)の実施。
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上記(1)の点は、経営者自身が原価・利益概念すなわち管理会計の碁礎知識を持ち、税理士任
せにしてはいけないということである。中小企業経営者が経理業務を税理士に依頼してはいけない
ということではなく、任せっ切りにしてはいけないということであって、経営者自身が管理会計の
知識を持って自社の現状を計数により詳細に把握することである。 (2)の利益計画(長期・中期・
短期)の策定・実行は必ず行わなければならない必須事項であるといえる。長期・中期・短期の利
益計画を持たなければ、時系列的な目標管理ができていない、あるいは目指すべき利益目標が定まっ
ていないことになってしまう。利益計画(長期・中期・短期)の策定・実行は、必要不可欠で極め
て震要な作業である。 (3)の予算管理・直接原価計算(部門別・セグメント別)は可能な限り行
うべきである。その理由は後述する。 (4)の原価管理(特に固定費管理)も可能な限り実施すべ
きである。その理由も後述する。
わが国の中小企業が優れた管理会計システムを構築するためには、上記 (3)の点に関していえ
ば、予算管理と共に直接原価計算による原価・利益計算が必要である。限界利益 (marginal
profit)は、売上高一変動費=限界利益によって計算できるが、それは固定費を回収し利益を産み
出すための貢献額であり、短期利益計画に有用、損益分岐(点)分析への役立ち、プロダクト・ミッ
クスやセールズ・ミックスなどの意思決定に有用であるとされている。なお、限界利益と類似の概
念である貢献利益 (contributionmargin)は、①限界利益と同一の概念と考える説(従来の説)、
②限界利益から当該セグメントの管理可能個別固定費(および管理不能個別固定費)を控除した残
額と考える説(現在の説)に分けることができる。さらに、管理可能利論 (controllableprofit)は、
売上高一管理可能費=管理可能利益として求められ、事業部制組織における直接原価計算方式の損
益計算すなわち事業部制会計で使用される概念で、管理可能性と固定費の細分化による直接原価計
算の一手法である。図表-3は、典型的なセグメント別損議計算書における利益計算の一部分であ
る。
これらの直接原価計算による原価・利益計算は、短期利益計画におけるセグメント別損益計算の
基本概念であり、貢献利益法、貢献利益アプローチ、置接原価計算法などと呼ばれている。中小企
業がどの程度まで、このような直接原価計算による原価・利益計算方法を採用して業績管理に役立
てるかは、やはり経営者自身の判断によることになる。
図表-3 セグメン卜別損益計算書
売上高
差引:変動売上原価 |変動費
変動販売費 J 
限界利益
差引:管理可能個別固定費 寸
管理可能利益 |固定費
差引:管理不能個別固定費 | 
貢献利益
差引:共通固定費配賦額
営業利益
出所:筆者が作成。
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(2 )固定費管理の問題
原価管理の問題、換言すれば固定費・変動費の管理の問題は、どちらの費用の管理も極めて重要
な問題である。製造業を例に説明すれば、変動費は主に直接材料費および宜接労務費からなるため、
この費用の削減には自ずから限界がある。材料は通常、外部から購入する場合がほとんどであり、
材料の市場価格があることから、多少の値引き交渉ができたとしても材料の仕入価格は自社にとっ
てはほとんど管理不能な事項である。また、直接労務費も給与・賃金の計算方式如何によって異な
るけれども、賃事などの相場があるため、やはり当該費用の削減には限界がある。
一方、固定費は、その典型的な項目として、①減価償却費、②固定的な人件費:正社員の給与(月
給制、年俸制など)、③保険料(地震保険、損害保険など)、④租税公課(固定資産税、都市計画税、
自動車税、不動産取得税など)があげられる。一概にはいえないが、聞定費対変動費の割合は、 6:
4、7: 3、極端な場合は8:2といった割合で、大企業・中小企業を問わず企業の固定費がかな
り多いことは否定できない。固定費管理の問題への対策は、可能な限りの固定費の削減、例えば①
遊休設備(アイドル・キャパシティ・コスト)の削減、②限界はあるものの固定的な人件費すなわ
ち正社員の給与(月給制、年俸制)の適切な管理、③生産性の低い老朽化した機械・設備の更新(但
し、新規の設備投資が必要)、④減価償却費の早期回収(定額法よりも定率法)、⑤水道光熱費、消
耗品費などの適切な使用、を例としてあげることができる。
上述のように、変動費・回定費ともその削減には限界があるが、無駄な費用管理の仕組みないし
原価管理システムを導入して、可能な限り原価削減に取り組む必要がある。
(3)経営指標による業績管理
大企業でも中小企業でも、企業規模の大小に限らず経営指標すなわち数値による業績管理が極め
て重要かつ不可欠であることはいうまでもないであろう。以下に示す経営指標は、経済同友会によ
る「経営者が重視する経営目標」、および日本労働研究機構による iBS Cの目標管理指標」に関
する企業へのアンケートの調査結果である。
「経営者が重視する経営目標J[8 J 
財務関連指標では、①売上高、②営業利益、③経常利益、④税引前利益、⑤純利益、⑥キャッ
シュフロー、⑦運転資金、③1株当たり利益率 (EPS)、⑨株主資本利益率 (ROE)、⑮総資産
利益率 (ROA)、⑪使用資本利益率 (ROC)、⑫経済的付加価値 (EVA)、⑬市場付加価値 (MVA)、
⑭在庸金額、⑮売掛金額、⑮コスト削減、⑫価格競争力、⑬株価、があげられている。
非財務関連指標では、①顧客満足度、②品質、③マーケットシェア、④新製品開発、⑤職場
活性化、⑥ステークホルダーとの関係、⑦組織・事業改革、③企業倫理、があげられている。
iBSCの目標管理指標J(17) 
( 1)財務の視点→①売上高、②利益額、③利益率、④キャッシュフロー
(2)顧客の視点→①納期、②品質、③顧客満足度
(3)社内ビジネスプロセスの視点→①新規の製品やサーピス・顧客の開発、②設備投資、
③コスト、④要員数、⑤人件費、⑥業務改善
(4)学習と成長の視点→①人材育成、②自己能力開発、③働く意欲や態度
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上記の経営指標は、大企業・中小企業を問わず、どのような経営指標が震要な指標なのか非常に
参考になるものであるので、企業は自社にとって重要な指標であると思われるものは積極的に当該
事項の管理に取り組むべきである。
(4)レーダ}チャートによる業績管理
経営指標による業績管理の優れた手法としてレーダーチャートをあげることができる。レーダー
チャートについては、長島総一郎氏が5つのディメンションによる経営分析指標「ペンタゴン型経
営分析レーダーチャートJを提案している(14)(15) (16)。図表-4は、長鳥総一郎氏が示した
図ではないが、ペンタゴン型経営分析レーダーチャートを簡略にした図である。
長島総一郎氏が提案した経営分析指標は、 5つのディメンションで、それぞれ6つずつ指標をあ
げている。それらの経営分析指標は以下のとおりである(14)(15) (16)。
< 1 >生産性指標
① l人当たり売上高
② l人当たり付加価値
③労働装備率
④労働分配率
⑤給与ベース
⑥交叉主義比率
図表-4 ペンタゴン型経営分析レーダーチャー卜の簡略図
(5)成長性 (2)収益性
一+ー 第1四半期
一・一第2四半期
(4)安定性
出所:筆者が作成。
?
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(3)活動性指標(効率性指標)
①総資本回転率
②流動資産回転率
③棚卸資産回転率
④受取勘定回転率
⑤支払勘定回転率
⑤固定資産回転率
(4)安定性指標(安全性指標)
①金利負担率
②流動比率
③当座比率
④自己資本構成比率
⑤固定比率
⑥回定長期適合率
(5)成長性指標
①売上高成長率
②付加価値成長率
③人員増加率
④総資本成長率
⑤当期利益成長率
⑥自己資本成長率
長島総一郎氏が提案する「ペンタゴン型経営分析レーダーチャート」は、生産性、収益性、活動
性、安定性、成長性の5つの観点から経営分析指標を総合的にピジュアル化した非常に優れた手法
であると思われる。長島氏によれば、これらの経営分析指標は業種別・業態別・企業規模別に行う
必要があるとし、また、 3期分の比較が必要であるとする (14J。図表-4のペンタゴン型経営分
析レーダーチャートの簡略図では、例として第lと第2の2つの四半期を比較する形になっている
が、筆者は月次、四半期、半期、年次のそれぞれ少なくとも 3期比較は必要であると考える。
また、上記(1 )生産性指標のうち⑥の交叉主義比率(交叉比率ともいう)は、商品在庫投資額
に対する付加価値(総利益ないし粗利益)の割合を示し、商品投下効率の指標として用いられるも
ので、計算結果の数値が高いほど良いとされている。交叉主義比率の計算式は以下のとおりである。
売上総利益交叉主義比率= .~:-J...~::':::_， x 100 
平均在庫高(売価)
売上総利益 売よ高=一一一一一x~~.::.:-W-~~~，.".\ x 100 売上高 平均在庫高(売価)
(売上高総J利益率) (商品回転率)
交差主義比率と似ている指標として商品投下資本総(粗)利益率 (GMROI:Gross Margin 
Return on Inventory Investments)があるが、計算式は以下のとおりである。
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売上総利益商品投下資本総利益率= .:~~~::.:~ x 100 
平均在感商(原価)
売上総利凝 売上高=一一一一一X ~.u..;':~':"~~1"TT"' x 100 売上高 平均在庫高(原価)
(売上高総利議事)(商品投下資本回転率)
上記2つの指標は、共に商品在庫の効率性測定指標であるが、交差主義比率は商品投下資本額を
売価で評価するのに対して、 GMR01は商品投下資本額を原価で評価する点に特徴がある。すなわ
ち、交差主義比率が「商品の販売効率Jを示しているのに対して、GMR01は「商品在庫の投資効率」
を示していることになる。さらに、両者の指標の相違は次の点にある。 2つの分解式において売上
総利益と掛ける尺度が交差主義比率では商品回転率が、 GMR01では商品投下資本回転率が用いら
れている。このことは、交差主義比率が平均在庫高に売価を使用するので正確な商品回転率の測定
ができるけれども、その反面、他社との比較が困難となる。それは貸借対照表の棚卸資産額が原価
で計上されているためである。 GMR01は、交差主義比率とは逆に他社との比較が可能であるけれ
ども、商品回転率としては売価としての売上高を原価による平均在庫高で除しているので、測定尺
度としての整合性が取れなくなるという欠点がある。商品の在庫管理目的の 1っとして利益増大が
あるが、その源泉となる総利益を確保することが重要であり、商品回転率が低くを康資金負担の重
い企業には生産性指標として上記比率は必要不可欠である。とりわけ、交叉主義比率は、資金投入
された商品在庫が収益に結び付いているかどうかを示しており、この比率を高めるためには、売上
高、総利益率ないし粗利益率、商品回転率の向上を図ることが重要である。
(5)マーケテイング管理会計アプローチ (MMA1S)
筆者は「マーケティング管理会計」重視の立場からマーケテイング(旦arketing) +管理会計
(盟anagementaccounting) +情報分析 Gnformationanalysi~) →盟盟主1S (マイス:筆者の表現)
を提案する (26)。マーケテイング管理会計の重要性は、いうまでもないと思われるが、顧客・消
費者の製品やサービスに関するニーズはマーケットにあり、管理会計は現在、大企業のみならず中
小企業においてもマーケテイングとの接点が極めて重要である。製品やサービス開発のヒントは
マーケットにあるため、マーケテイング活動を管理会計の立場から測定・評価することが必要不可
欠である。そのことについて筆者は、とりわけ顧客志向の管理会計の立場を重視しており、顧客満
足や顧客価値の測定・管理への管理会計の役立ちが重要になる。
ヒル (NigelHil) =アレクサンダー(JimAlexander)によれば、「顧客満足とは、顧客の要求
に関して行われる企業の総合的な活動結果の測定尺度である。J(3)とされる。すなわち顧客満足
は、換言すれば、当該企業のパフォーマンスが顧客の期待を超えて実現された時に顧客は満足し、
その逆は、顧客の不満足となる。また、顧客ロイヤルテイ (customerloyalty :顧客の忠誠心)は、
競争力の源泉として顧客との関係性構築による顧客満足やCLV (customer lifetime value :顧客生
涯価値)によって表わすことができる (11)。嶋口充輝=内田和成は、顧客ライフサイクル、優良
顧客、顧客維持 (retention)率が重要であることを指摘している (11)。優良顧客(ロイヤル・カ
スタマー:上位顧客)とは忠誠心の高い顧客である。イタリアの経済学者パレート (Vilfredo
Federico Damaso Pareto)が80対20の法則(パレートの法則:ぱらつきの法則)を発見し、概して、
結果の80%は原因の20%から生じるというもので、これがさまざまな現象に当てはまるといわれて
?
??
? ?
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いる。その法則に従えば、企業の顧客のうち凡そ20%程度の顧客が優良顧客であると考えることが
できる。
(6)顧客価値の測定
マーケテイング管理会計における重要な測定尺度であるCLVは、個別顧客から将来にわたって
得られるすべての利益であり、それは顧客関係性によって生み出される将来の予想キャッシュフ
ローの現在価値に基づいている o CLVの計算式は以下のとおりである。
利益額×顧客維持率(%)
CLV= 
1+割引率(%)一顧客維持率(%)
または
CLv=mG + ~-a 
m=一定期間(例:1年間)の顧客1人当たりの利益額
r=顧客維持率(例:80%) 
i 割引率(例:10%) 
今ここで、顧客1人当たりの利益額を 1年間で100，000円、顧客維持率を80%、割引率を10%と
して計算すれば、 100.000円x80%/1 + 10% -80%口 266，666.66…円、ということになる。
CLVは利益額 (m)に係数r/(l+i-r)を乗じた数値に等ししこの係数を利益係数と
呼んでいる。この係数は、顧客維持率 (r)と割引率(j)に左右される。顧客維持率は、製品の
品質、価格、顧客サービス、その他のさまざまなマーケティング活動によって変化する。グプタ(Sunil
Gupta) =レーマン (DonaldR. Lehmann) によると、概して顧客維持率は60~90% ぐらいの問、
割引率は 8~16% ぐらいの間にあり、また、割引率よりも顧客維持率の方が、特にマーケテイング
活動の意思決定においては影響が大きく、重要であるとされている (2)。
CLVは既存顧客によって示される当該企業への貯意の価値を定量化する方法であり、可能な限
りCLVを増大させる戦略を実行する必要がある。このようなCLVの特徴は、以下の4つにまとめ
ることができる (26)。
< 1 )マーケテイング戦略の有効性を決定する実用的かっ確実な手法である。
<2> NPVの手法を用いて将来キャシュフローの現在価値への割引計算を行う。
< 3) CLVはリピート顧客の数につれて変化する O
(4) CLVは顧客による商品(またはサーピス)の購入の継続年数(継続期間)によって変化する。
上記4つの特徴のうち (3)と (4)の項目は、現実には状況によってかなり変化するものであ
る。そのため、 CLVの計算結果は、いわば概算値としての当該企業の将来予想キャッシュフロー
として理解する必要があるといえる。
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(7)顧客価値戦略
顧客価値測定の目的は、企業のマ}ケテイングや戦略に関する意思決定・業績管理を支援し、当
該企業の業績向上に貢献することであり、顧客を資産として捉えることが重要である。企業が優れ
た業績を達成するためのマーケテイング戦略は、概して既存顧客の維持戦略と新規顧客の獲得戦略
にまとめることができる (26)。
「顧客維持率の影響要因」、「既存顧客の維持戦略」、「新規顧客の獲得戦略」の要点をあげれば、
以下のとおりである (26J。
「顧客維持率の影響要因」
(1 )顧客を誘引するための販売促進方法。
(2)製品(またはサーピス)の価格。
(3)顧客に再購買させるための施策。
(4)顧客との関係構築のための施策。
「既存顧客の維持戦略」
( 1 )顧客の再購買を促進する施策の拡大。
(2)顧客ロイヤルティを高めるためのプログラムの実行。
(3)顧客のセグメント化を行い、すべての顧客を同等に扱うのではなく、優良顧客との関係
を重視する施策の拡大。
(4)顧客の利用(購買)頻度デ}タの活用。
(5)会員制やポイント制の競合他社との差別化の促進。
なお、「顧客維持率の影響要因Jと「既存顧客の維持戦略Jに関連して、シュナーズ (Steven
P.Schnaars) によれば、平均的な企業は毎年、顧客の1O~20% を失っているといわれている (5) 
けれども、上記の点がうまく実行されれば、顧客流出率を減らすことができると思われる。
「新規顧客の獲得戦略」
( 1 )顧客維持の見込みの高い新規顧客の獲得。
(2)顧客獲得予算のより正確な算定。
(3)既存顧客データを用いた新規顧客の開拓。
(4)顧客データによる見込み客の特定。
(5)さまざまな情報によって得られた顧客別のCLVの算定。
顧客クレーム管理と顧客満足との関係については、顧客からのクレームは企業にとって「宝の山」
といわれるほど重要なヒントが含まれている可能性があるといえる。もちろん、顧客からのクレー
ムの中には、どう考えても、あまり意味のない企業への不平・不満を述べたものもあると思われる
が、当該企業の業務の仕組みの欠陥や、従業員の不適切な態度あるいは知識不足など、顧客からの
クレームは改善すべきヒントになる有用な情報として活用すべきである。この分野の先進的な企業
の事例では、製品開発や製品の改良のヒントとして素早く対応し、あるいは顧客満足、その逆の顧
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客不満足の管理に結び付けて役立てている (25)。
(8 )マ}ケティング管理会計の実用化(多次元情報分析、立体的分析、断層分析)
マーケテイング管理会計の実用化に関して、その具体的な手法は多岐にわたるが、マーケティン
グ活動の多次元情報分析、立体的分析、断層分析などの問題として捉えることができる (24)。そ
れらの問題は情報分析の精度と多次元化に関係があり、当該問題に関する最近の傾向では、多次元
情報分析(多元的情報分析)のアプローチにおいてセグメントの組み合わせの多次元化、測定尺度
の組み合わせの多次元化が展開されている。顧客別収益性分析などの分野で、そのような情報分析
の多次元化ないし精織化が意思決定支援機能の強化に結び付いている。具体的な項目をあげれば以
下のとおりである。
(1 )セグメントの組み合わせの多次元化
地域別(唐舗別)、商品別(商品群、商品名、等級別など)、顧客別、チャネル別、管理項目
別、時間別(時系列)など。
(2)測定尺度(管理項目別)の組み合わせの多次元化(管理会計の測定尺度のみならず、マーケ
テイング・メトリックス全般):売上高、原価、利益、貢献利益、売上高利益率など。
図表-5はキューピック・モデル (3次元モデル:立方体モデル)であり、各次元は衰の束で、
どの面も表構造になっている。各地域の商品別の4月、 5月、 6月の売上高、前年比、原価、粗利
益、粗利益率などを表しているO つまり、軸として「時間別 (4月、 5月、 6月)J、「商品別 (A、
B、C)J、「地域別(東日本、西日本)J、「管理項目別(売上高、前年比、原価、粗利益、粗利益率)J
が示されている。このような多次元データベースは、図表一 5のキューピック・モデルでは表現で
きないが4次元の構造になっている。多次元データベースの次元数はパフオ}マンスを無視すれば、
ほとんど無限である。奥行き軸の「東日本の中の東京」で縦に切るとその詳細を表わしている(ス
ライス機能)0 4月、 5月、 6月の「地域別売上高」が見たければ、転がして上の面を手前に持っ
てくれば見られる(ダイス機能)。東日本の中(下)には「東京、神奈川、千葉、北関東、甲信越」
といった、より詳細な項目が隠れているので、東日本の中をもっと詳しく見ることができる(ドリ
ルダウン機能)。
他方、 GIS(Geographic Information Systems:地理情報システム)による地域別、顧客別などの
セグメント別管理でITが急速に進化している。例えば、地理情報によるレベニュー・ドライパー
の識別(例として食業の事業所、大学、大型マンションなどの存在、あるいは道路の交通最の情報)、
地理情報システムやリアルタイムでの情報分析すなわちビッグデータを活用して、コンピニエンス・
ストアやスーパーマーケットなどの庖舗の出庖計画、商園分析、売上予測、販売管理、配送管理な
どに役立てられている。さらに、これらの情報がマ}ケテイング活動におけるボトルネックの発見・
管理などに利用されている。このような状況は、ピジネス・インテリジェンス((Business 
Intelligence : BI)の管理会計分野への適用と考えることができ、 2000年代 (2005年頃)になると、
情報分析の領域でIT(特にデータベース技術)の飛躍的な進化によって、情報分析の多次元化が
進んできている。 BIは、企業の組織や活動に関するデータを、収集、蓄積、分析、報告し、経営
上の意思決定に役立てる手法や技術を意味する。この数年、 BIに関する研究や実務が進み、マーケ
ティング活動に関する顧客別収益性分析などのテーマで情報分析の多次元化ないし精織化、意思決
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図表ー5 マーケティング活動の多次元情報分析
時間別
(4月、 5月、 6月)
¥¥¥本
商品別~ノ ¥¥ 
管理項目別
(売上高、前年比、原価、粗利益、粗利益率など)
地域別
篭E杢、西日本)
東京、神奈川、千葉、
北関東、甲信越
出所:本橋正美「マーケテイング活動の多次元情報分析Jr会計論叢J第8号、 20日年2月、
50頁。
定支援機能の強化、経営管理機能の強化・迅速化などが進展している。
さらに現在では、製品開発における 3次元CAD(computer-aided design)による立体的な製品
設計の普及や、医療診断の分野においてMRI(magnetic resonance imaging :核磁気共鳴画像法)、
CT (computed tomography :コンビュータ断層撮影)などで立体的な映像情報(断層画像)によ
るガン細胞の発見などの診断にITが非常に役立つている。
そうした状況を鑑みれば、マーケティング管理会計の実用化(多次元情報分析、立体的分析、断
層分析)については、そのような立体的な多次元分析の手法を適用して、マーケテイング活動の業
績管理に、必要であればGISによる地理情報やビッグデータを取り込んで、管理会計の視点からマー
ケティング・メトリックスと多次元情報分析を用いたマーケテイング業績管理システムの構築が必
要である。そのことによって、 ①マーケティング活動における迅速かつ継続的な改善やボトルネッ
クの管理ができる、②情報分析の高度化(精度の向上)・精綴化により、一層のマーケテイング活
動の意思決定支援や業績管理支援に役立つのである。
図表-6は、多次元 (3Dキューブ)分析と管理会計情報について表している。すなわち、 3D
キューブの3つのディメンションは、 ①地域別(東日本・西日本)、 ②時間別(月別・四半期別)、
③管理項目別(予算/実績比較:売上高・利益・原価など)を示している。図の中で示すことはで
きないが、上記3つに加えて、さらに④商品別、 ⑤顧客別、 ⑥…、 ⑦…、 ⑧…と項目を組み合わせ
ることが可能である。但し、組合せの項目数 (次元数)が多くなればなるほど、そこから得られる
情報は複雑になるため、逆に管理対象が見え難くなると思われる。筆者は5項目すなわち5次元程
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度の組合せが最も実用的で、あると考えている。
(9)情報の有用性基準
上述のようなマ}ケテイング管理会計の実用化の観点、からの企業活動の測定結果について、その
情報が有用であるか否か、また、有用である場合に、それがどの程度有用であるかの有用性基準す
なわち質的基準について最も詳細かつ分かり易いものは、オブライエン(James A.O'Brien) =マ
ラカス (GeorgeM.Marakas)の説明である (4)。オブライエン=マラカスによれば、情報の質
的基準は以下に示したとおり、 (1>時間の側面として、①適時性、②鮮度、③頻度、④期間比較、
をあげている。次いで、 (2)内容の側面として、⑥正確性、⑥目的適合性、⑦完全性、⑨簡潔性、
⑨範囲、⑩業績(プロセスと結果)、を列挙しているO さらに、 (3)形式の側面として、⑪明確性、
⑫詳細度、⑬順序、⑭プレゼンテーション、⑮メディア、をあげている。
( 1 >時間の側面
①適時性
②鮮度
③頻度
④期間比較
(2)内容の側面
⑤正確性
⑥目的適合性
⑦完全性
⑧簡潔性
⑨範閤
⑩業績(プロセスと結果)
(3)形式の側面
⑪明確性
⑫詳細度
⑬順序
⑭プレゼンテーション
⑮メディア
上記のオブライエン=マラカスによる情報の質的基準の分類は、非常に明快で優れた基準である
といえる。オブライエン=マラカスによる情報の質的基準は、いうまでもなく、企業の経営情報全
般に対して適用されるものである。それに対して、筆者は管理会計情報の質的基準として図表-7
に示すものを提案した (21)。まず、管理会計の機能を、 4つに分類し、①意思決定支援機能、②
経営革新支援機能、③業績管理支援機能、④業務管理支援機能としている。そして、評価基準(情
報の属性)として重要性の順番で、①目的適合性、②適時性、③戦略性、④正確性、⑤完全性(精
度)、⑥簡潔性(集約度)、⑦インセンテイブ価値(動機づけ機能)、③理解可能性(単純性・明快性)、
⑨測定可能性(比較可能性)、⑩コスト・ベネフィット、をあげている。さらに、上記4つの管理
会計の機能と10項目の評価基準をマトリックスで重要性の程度を、。→最重要(第1順位)、。→
重要(第2順位)、ム→普通(第3順位)として分類している。筆者が提案した管理会計情報の質
的基準で重要な点は、 10項目の評価基準(属性)とその優先順位である。
会計論叢第10号 -6 -
図表-6 多次元 (3Dキューブ)分析と管理会計情報
出所:本橋正美 「中小企業のための管理会計J(明治大学リパテイ
アカデミ一、ビジネス・プログラム講座)配付資料レジュメ、
2014年7月18日、 120頁。
以上、情報分析の立場からまとめれば、本稿で論究したマーケティングの視点から管理会計の概
念や技法を使って測定した情報が有用であるか否か、また、どの程度有用であるかの判断基準とし
て、オブライエン=マラカスによる情報の質的基準と筆者による管理会計情報の質的基準が役立つ
と考えるのである。
5.結論
以上のように、本稿では中小企業管理会計の特質と課題について若干の考察を行った。すなわち、
まず中小企業の経営上の問題を明らかにし、次いで、中小企業管理会計の特質について、さらに、
それを踏まえて中小企業管理会計の課題についていくつかの論点に関する検討と若干の提案を行っ
た。
中小企業の場合、筆者が提案した管理会計システムの導入が可能であるか否かということよりも、
むしろ重要なことは、自社の経営状態の現状を数値によって把握し、そして、経営イノベーション
を継続的に実行していくために業績管理を徹底して行うことが必要不可欠であると考えられるので
ある。また、中小企業の場合、積極思考からコス トをかけてでも売上高を増大させる戦略の方が良
いのか、あるいは、その逆の消極思考から売上高の増大を推進する よりも、なるべく原価/費用を
節約して利益を少しでも出していく戦略の方が良いのか、どちらの戦略が良いかは一概にいえない
と思われる。しかしながら、中小企業の経営者は少なくとも①ビジョン(vision)を持つこ と、②
常に継続的改善 (continuousimprovement)に努めること、③改善を行うために生涯学習Oifetime
learning)すなわち継続的に学習を行うこと、が極めて重要であると思われるのである。単なる精
神論で「頑張る」、「努力する」といったことで済ませるのではなく、本稿で述べたように数値つま
り計数によって当該企業の活動を常に可視化し、問題点や問題個所を改善ないし改革することが不
可欠である。そのためのツールが「マーケティング管理会計」すなわち、筆者が提案するマーケテイ
ング+管理会計+情報分析 (MMAIS)なのである。これは、問題解決のためのツールであると共に、
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図表ー7 管理会計情報の質的基準
評価基準(属性) 意思決定文擁機能 経営革新文擁機能 業績管理支援機能 業務管理支援機能
①目的適合性 。 。 。 。
②適 時 性 。 o O 。
③戦 略 '性 。 。 O O 
④正 確 '性 。 O 。 。
⑤完全性(精度) o O O O 
⑥簡諸君性(集約度) 。 O O O 
⑦インセンテイブ価値 O O 。 O 
(動機づけ機能)
⑥理解可能性 。 O 。 。
(単純性・明快性)
⑨測定可能性 O O 。 。
(比較可能性)
⑩コスト・ベネフィット どミ ど~ ム ぷ斗
。→最重要(第1順位)、 0...重要(第2順位)、ム→普通(第3順位)。一一出所:本橋正美「管理会計情報の質的特性Jr会計論叢J第4号、 2009年3月、 75頁。
経営イノベーションを実行するための戦略ないし戦術であると理解することができるのである。換
雷すれば、既に述べたように、中小企業がコンパクトで優れた管理会計システムを積極的に導入す
る必要があると思われるのであるO
(y主)本文中における(1 )などの表記は、(参考文献)の(1]などからの引用であることを示
している。
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